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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第35期
第１四半期
連結累計期間

第36期 
第１四半期 
連結累計期間

第35期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日 
至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (千円) 215,690 272,075 1,091,508

経常損失（△） (千円) △53,929 △85,167 △148,563

四半期(当期)純損失（△） (千円) △56,289 △91,035 △163,091

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △56,712 △88,301 △163,572

純資産額 (千円) 452,828 348,016 434,467

総資産額 (千円) 1,151,305 1,228,407 1,157,544

１株当たり四半期
(当期)純損失金額（△）

(円) △9.27 △12.02 △23.63

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 39.3 28.2 37.5

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につきましては、１株当たり四半期（当期）純損失である

ため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある以下の事項が発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したも

のであります。

（１）株式価値の希薄化に関わるリスク

当社取締役会において、ドリーム５号投資事業有限責任組合を割当予定先とする第三者割当による

新株予約権付社債及び新株予約権の発行を行うことを平成24年５月28日付で決議し、平成24年６月29

日付で発行いたしましたが、当社の総議決権数は7,571個（直前の基準日である平成24年３月31日現

在）であり、今回、第三者割当により同社に割当てる本新株予約権付社債が転換価額においてすべて転

換された場合に発行される当社普通株式の数は1,785,700株（議決権の数1,785個）であり、また、新株

予約権の目的である株式の総数3,226,000株（議決権の数3,226個）となります。これらを合算した当

社普通株式の数5,011,700株に係る議決権の数は5,011個となり、当社の総議決権に対する希薄化率は

66.2％（発行後及び行使後の総議決権数に占める割合は39.8％）と25％以上になり、相応の株式価値

の希薄化につながることになります。これにより当社の株価に影響を及ぼす可能性があります。

（２）資金調達に関わるリスク

当社は当社取締役会において、当社グループの今後さらなる飛躍のために新規事業資金を確保する

ことを目的として、ドリーム５号投資事業有限責任組合を割当予定先とする第三者割当による新株予

約権付社債及び新株予約権の発行を行うことを平成24年５月28日付で決議し、平成24年６月29日付で

発行いたしました。

これら当該新株予約権については、その性質上、行使価額が市場価額を下回っている状況において

は、行使が進まない状況になり、このような状況が継続する場合は、資金需要に沿った調達が困難にな

る可能性があり、その場合においては、新規事業開始等の遅れにより事業の改善に支障をきたす可能性

があります。

　

当社グループは、前連結会計年度までの７連結会計年度に引き続き、当第１四半期連結累計期間において

も、重要な営業損失を計上いたしました。

これにより、当社グループには、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況その他会社の経営に重要な影響を及ぼす事象(重要事象)が存在しております。 

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　
１．提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・検討内容

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、欧州債務問題や電力供給問題が存在するものの、景

気は緩やかに回復しつつあります。当カーテン業界におきましては、カーテン市場に影響を及ぼします新

設住宅着工総戸数は増加しており、今後も復興需要が期待されております。

このような状況の下、当社グループは営業面におきましては、景気回復に伴う需要の増加やホテル物件

の受注等により売上高は大幅な増加となりました。

利益面におきましては、４年ぶりに大幅改訂を予定している見本帳「インハウス」に係る費用等が増

加したこと、営業外費用として第三者割当による社債発行費が発生したことで、損失は拡大いたしまし

た。

以上の結果、売上高は前年同四半期比26.1％増の272百万円、営業損失は68百万円（前年同四半期は49

百万円の営業損失）、経常損失は85百万円（前年同四半期は53百万円の経常損失）、四半期純損失は91百

万円（前年同四半期は56百万円の四半期純損失）となりました。

第２四半期以降におきましては、大幅改訂する見本帳「インハウス」による販売強化、新規商材のエコ

カーテンの販売、環境事業にも注力し、売上高の増加を図ってまいります。

　
(2) 財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べ66百万円増加して624百万円となりました。これは受取手形及

び売掛金が41百万円減少したものの、現金及び預金が69百万円増加、商品及び製品が21百万円増加した

ことなどによります。固定資産は、３百万円増加して604百万円となりました。これは、見本帳「インハ

ウス」に係る建設仮勘定が８百万円増加したことなどによります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ70百万円増加し、1,228百万円となりました。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べ７百万円増加して537百万円となりました。これは、短期借入金

が25百万円減少したものの、1年内返済予定の長期借入金が28百万円増加したことなどによります。固

定負債は、150百万円増加して343百万円となりました。これは、新株予約権付社債が100百万円増加、長

期借入金が48百万円増加したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ157百万円増加し、880百万円となりました。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ86百万円減少して348百万円となりました。これは、四半期純

損失が91百万円となったことなどによります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。
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(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改

善するための対応策

事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又

は改善するための対応策について、メインブランドであります「インハウス」見本帳を４年ぶりに大

幅改訂するとともに、今求められている省エネ需要におけるカーテン販売拡張を目指すため、エコカー

テンを揃えてまいります。

カーテン以外の商材としましては、窓ガラスに遮熱・紫外線カット機能を付加するコーティング施

工や、デイライティング機能商材（可動式天窓）等の販売を予定するとともに、リモデリング（リ

フォーム）事業にも参入してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,574,150 8,645,576
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 7,574,150 8,645,576 ― ―

(注)　提出日現在発行数には、平成24年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権付社債及び新株予約権

の行使により発行された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　当第１四半期会計期間において発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。
　
決議年月日 平成24年５月28日

新株予約権の数(個) 20個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,785,700株

新株予約権の行使時の払込金額(円) －

新株予約権の行使期間 平成24年６月30日～平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

                 発行価額    56円
                 資本組入額  28円

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権付社債は、新株予約権又は社債のうち一方
のみを譲渡することはできない。
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項
新株予約権の行使に際して、当該新株予約権に係る社
債を出資するものとし、その価額は、発行価額と同額と
する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

新株予約権付社債の残高(円) 100,000,000円
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(注)１ 転換価額の調整

    ①当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第②号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じ

る場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）により転換

価額を調整する。

 
調整後転換価額

 
＝
 
調整前転換価額

 
×
既発行普通株式数 ＋

交付普通株式数×１株当たりの払込金額

時    価

既発行普通株式数＋交付普通株式数

    ②転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期

については、次に定めるところによる。

     (ⅰ)本項第③号(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもってその発行する当社普通株式又はその処分する当社の

有する当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合

    調整後の転換価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集において株主に株式の割当を

受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定めるための基準日の翌日以降これを適用する。

     (ⅱ)株式分割又は株式無償割当による当社普通株式を交付する場合

    調整後の転換価額は、当該株式分割等により株式を取得する株主を定めるための基準日（基準日を定めない

場合は、効力発生日）の翌日以降これを適用する。当社普通株式の無償割当について、当社普通株主に割当を

受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

     (ⅲ)本項第③号(ⅱ)に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券（権利）

もしくは取得させることができる証券（権利）、又は行使することにより当社普通株式の交付を受けること

ができる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合

    なお、新株予約権無償割当ての場合（新株予約権付社債を無償で割り当てる場合を含む。以下同じ。）は、新株

予約権を無償として当該新株予約権を発行したものとして本(ⅲ)を適用する。

    調整後の転換価額は、発行される新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券又は

権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で転換、交換又は行使され当社の普通株式

が交付されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権及び新株

予約権付社債の場合は割当日）又は無償割当の効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当社普通株

主に割当を受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用する。

    上記にかかわらず、転換、交換又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式等が発行

された時点で確定していない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権

付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換又は行使され当社普通株式が交付されたものとみ

なして転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

     (ⅳ)本号(ⅲ)における対価とは、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行に際して払込が

なされた額（新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の場合には、その行使に際して出資さ

れる財産の価額を加えた額とする。）から、その取得又は行使に際して新株予約権の所持人に交付される金銭

その他の財産の価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付される当社普通株式の数で除した金

額をいう。

     (ⅴ)本号(ⅰ)乃至(ⅲ)の各取引において、株主に割当を受ける権利を与えるための基準日が設定され、かつ、各取

引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としている時に

は、本号(ⅰ)乃至(ⅲ)に係らず、調整後の転換価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用するものと

する。

    この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日まで（以下の算式において「当該期

間」という。）に、本新株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交

付するものとする。この場合に１株未満の端数を生じたときにはこれを切り捨て、現金による調整は行わな

い。

株式数 ＝
(調整前転換価額－調整後転換価額)×調整前転換価額により当該期間内に交付された当社普通株式数

調整後転換価額

   ③(ⅰ)転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てる。

     (ⅱ)転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日

（終値のない日数を除く。）の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気

配値表示を含む。）の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を切り捨てる。

     (ⅲ)転換価額調整式で使用する既発行株式数は、当該募集において株主に株式の割当を受ける権利を与える場合

は、当該権利を与える株主を定めるための基準日、また、それ以外の場合は、調整後の転換価額を適用する日の

１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数を控除

した数とする。

     (ⅳ)転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまるときは、転換価

額の調整は行わないこととする。ただし、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し転換価額を算出する

場合は、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使用す
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るものとする。

    ④本項第②号の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な転換価額の調整を

行う。

     (ⅰ)株式の併合、合併、会社分割又は株式交換のために転換価額の調整を必要とするとき。

     (ⅱ)その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。

     (ⅲ)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

    ⑤本項第①号乃至第④号により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事

由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債の社債権者

に通知する。ただし、適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこ

れを行う。

　

    ２ 新株予約権の行使の条件

    ①本新株予約権の新株予約権者は、平成24年６月30日から平成26年６月29日までの間（以下「行使期間」とい

う。）、いつでも、本新株予約権を行使することができる。但し、(ⅰ)当社の選択による本社債の繰上償還の場合

は、償還日の３営業日前の日まで、(ⅱ)期限の利益の喪失の場合には、期限の利益の喪失時までとする。上記のい

ずれの場合も、平成26年６月29日より後に本新株予約権を行使することはできない。

    ②当社が本項(ⅰ)及び(ⅱ)に基づき本社債を繰り上げ償還する場合、本項(ⅲ)に基づき取得した本社債を消却する

場合、及び当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、当該償還日、消却日又は期限の利益喪失日以降、

本社債に係る本新株予約権を行使することはできない。当社が社債権者の請求により本社債の全部又は一部を繰

り上げ償還する場合には、所定の償還請求書が償還金支払場所に到着したとき以降、当該本新株予約権を行使す

ることはできない。また、各本新株予約権の一部について本新株予約権を行使することはできないものとする。

     (ⅰ)当社は、当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（当社が他の会社の完全子会社となる場合に限る。）（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をす

ることを当社の株主総会で決議した場合（株主総会決議が不要な場合は、取締役会決議をした場合。）、本新

株予約権付社債の社債権者に対して、償還日から30日以上60日以内の事前通知を行った上で、当該組織再編行

為の効力発生日以前に、その時点において未償還の本社債の全部（一部は不可。）を本社債の額面100円につ

き金100円で繰り上げ償還する。

     (ⅱ)本新株予約権付社債の発行後、平成26年６月29日まで（当日を含む。）いずれかの５連続取引日（ただし、終

値のない日は除く。）の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の毎日の終値が28円を下回った場合

には、本新株予約権付社債の社債権者は、その選択により、当社に対して事前通知を当該５連続取引日の最終

日の翌取引日から５取引日後の日まで（当日を含む。）の間に、償還日まで50取引日以上の期間を定めて行

い、かつ当社の定める請求書に繰り上げ償還を請求しようとする本社債を表示し、請求の年月日等を記載して

これを記名捺印した上、償還金支払場所に提出することにより、償還日においてその保有する本社債の全部又

は一部を額面100円につき金100円で繰り上げ償還することを当社に対して請求する権利を有する。

     (ⅲ)当社は、発行日の翌日以降いつでも、償還日から15営業日前の繰上償還の通知を行った上で、その選択により、

その時点で残存する本新株予約権付社債の全部又は一部を繰り上げ償還することができる。
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　当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成24年５月28日

新株予約権の数(個) 50個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,226,000株

新株予約権の行使時の払込金額(円) 62円

新株予約権の行使期間 平成24年６月30日～平成26年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

                 発行価格    62円
                 資本組入額  31円

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を
要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)３

(注)１ 転換価額の調整

    ①当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第②号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合

又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使価

額を調整する。

 
調整後行使価額

 
＝
 
調整前行使価額

 
×

既発行株式数 ＋
交付株式数×１株当たり払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋交付株式数

    ②行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めるところ

による。

     (ⅰ)本項第④号(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する

当社普通株式を処分する場合（但し、当社普通株式の交付と引換えに当社に取得され、若しくは当社に対して

取得を請求できる証券、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）その他の証券又は権利の取得、転換又は行使による場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とする。以下同じ。）の翌日

以降、また、募集のための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

     (ⅱ)当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当をする場合

    調整後行使価額は、当該株式の分割又は無償割当てのための基準日（無償割当てのための基準日がない場合

には当該割当ての効力発生日とする。）の翌日以降これを適用する。

     (ⅲ)本項第④号(ⅱ)に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付と引換えに当社に取得され、若

しくは当社に対して取得を請求できる証券を発行（無償割当の場合を含む。）する場合又は当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利を発行（無償割当の場合を含

む。）する場合

    調整後行使価額は、発行される証券、新株予約権又は権利のすべてが当初の取得価額で取得され又は当初の行

使価額で行使され、当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、

かかる証券若しくは権利の払込期日又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の割当日

の翌日以降、また、募集又は無償割当てのための基準日がある場合にはその日の翌日以降これを準用する。

    ③行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、行使

価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、

行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

    ④(ⅰ)行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し小数第２位を切り捨てるものとする。

      (ⅱ)行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始まる30取

引日（終値のない日を除く。）の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の単純平

均値とする。この場合、単純平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものと

する。

      (ⅲ)行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は

その日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１か月前の日における当社

の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。
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    ⑤上記第②号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を

行う。

     (ⅰ)株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

     (ⅱ)その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。

     (ⅲ)行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使

用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

    ⑥行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権の新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な

事項を書面で通知する。但し、上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

　

    ２ 新株予約権の行使の条件

    ①行使期間は、平成24年６月30日から平成26年６月29日（但し、平成26年６月29日が銀行営業日でない場合にはそ

の前銀行営業日）までの期間とする。但し、以下の期間については、行使請求をすることができないものとする。

     (ⅰ)当社普通株式に係る株主確定日（株式会社証券保管振替機構「株式等の振替に関する業務規程」に規定する

ものをいう。以下同じ。）の３営業日（振替機関の休業日等でない日をいう。以下同じ。）前の日から株主確定

日までの期間

     (ⅱ)振替機関が必要であると認めた日

     (ⅲ)第３項「組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項」に定める組織再編行為をするために本新株予

約権の行使の停止が必要である場合であって、当社が、行使請求を停止する期間（当該期間は１か月を超えな

いものとする。）その他必要事項を当該期間の開始日の１か月前までに本新株予約権の新株予約権者に通知

した場合における当該期間

    ②本新株予約権の一部行使はできない。

　

    ３ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

      当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割、新設

分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転（以下

「組織再編行為」と総称する。）を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株

予約権に代えて、吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会

社又は株式移転設立完全親会社（以下「再編当事会社」と総称する。）は、それぞれ、以下の条件に基づき本新株

予約権の新株予約権者に新たに再編当事会社の新株予約権を交付するものとする。

       ①新たに交付される新株予約権の数

    新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整

後の１個未満の端数は切り捨てる。

       ②新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

   再編当事会社の同種の株式

       ③新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

   組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。

       ④新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

   組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

       ⑤新たに交付される新株予約権に係る行使可能期間、当該新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ

る増加する資本金及び資本準備金、再編当事会社による当該新株予約権の取得、組織再編行為の場合の新株予

約権の交付、新株予約権証券及び行使の条件

   本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為に際して決定する。

       ⑥新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限

   新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の承認を要する。
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    ４ 新株予約権の取得事由

    ①当社は、本新株予約権の割当日から３か月を経過した日以降いつでも、大阪証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値が10取引日（大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配値を含む。）のない

日を除く。）連続して本新株予約権の行使価額の130％を超過した場合、当社取締役会が本新株予約権を取得する

日（以下「取得日」という。）を定めたときは、取得の対象となる本新株予約権の新株予約権者に対し、取得日の

通知又は公告を当該取得日の20日前までに行うことにより、取得日の到来をもって、本新株予約権1個につき本新

株予約権１個当たりの払込価額と同額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することが

できる。本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。

    ②本新株予約権の新株予約権者は、前号の場合であっても、当社による本新株予約権の取得日の前日まで本新株予

約権を行使することができる。

　

    ５ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金および資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

1項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる場

合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加す

る資本準備金の額とする。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ― 7,574 ― 781,657 ― 94,953

(注)　平成24年６月29日付で新株予約権付社債を発行し、その行使により、平成24年７月31日時点において、発行済株式

総数が1,071,426株、資本金及び資本準備金がそれぞれ30,000千円増加しております。

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式
7,571,000

7,571 単元株式数は1,000株であります。

単元未満株式
普通株式
3,150

― ─

発行済株式総数 7,574,150 ― ―

総株主の議決権 ― 7,571 ―

 (注)１ 「単元未満株式」の欄には、自己株式800株が含まれております。

     ２  当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式数」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役　財務部長
（兼）環境事業部長

取締役　総務経理部長 小林　光博 平成24年７月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、監査法人コスモスによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 92,462 161,732

受取手形及び売掛金 ※
 215,847 174,329

商品及び製品 228,840 250,284

原材料及び貯蔵品 10,348 9,560

その他 12,584 31,995

貸倒引当金 △2,981 △3,811

流動資産合計 557,102 624,091

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 193,226 189,120

機械装置及び運搬具（純額） 0 0

土地 289,500 289,500

建設仮勘定 － 8,400

その他（純額） 1,947 1,514

有形固定資産合計 484,673 488,534

無形固定資産

のれん 17,666 16,666

商標権 307 299

ソフトウエア 3,592 3,346

無形固定資産合計 21,567 20,312

投資その他の資産

投資有価証券 28,791 27,686

差入保証金 53,444 53,672

その他 12,263 16,061

貸倒引当金 △297 △1,951

投資その他の資産合計 94,201 95,469

固定資産合計 600,442 604,316

資産合計 1,157,544 1,228,407
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 109,509

※
 106,071

短期借入金 340,000 315,000

1年内返済予定の長期借入金 30,672 59,472

未払法人税等 10,227 2,716

未払消費税等 5,174 417

その他 34,355 53,469

流動負債合計 529,938 537,147

固定負債

新株予約権付社債 － 100,000

長期借入金 145,212 193,744

繰延税金負債 1,982 1,714

退職給付引当金 33,767 35,601

役員退職慰労引当金 5,324 5,324

資産除去債務 6,853 6,860

固定負債合計 193,138 343,244

負債合計 723,077 880,391

純資産の部

株主資本

資本金 781,657 781,657

資本剰余金 94,953 94,953

利益剰余金 △443,569 △534,605

自己株式 △217 △217

株主資本合計 432,823 341,788

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,643 4,378

その他の包括利益累計額合計 1,643 4,378

新株予約権 － 1,850

純資産合計 434,467 348,016

負債純資産合計 1,157,544 1,228,407
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 215,690 272,075

売上原価 96,048 141,320

売上総利益 119,642 130,755

販売費及び一般管理費

給料及び手当 67,591 74,471

退職給付費用 2,376 1,834

業務委託費 7,606 12,109

賃借料 15,808 15,199

減価償却費 5,893 5,800

貸倒引当金繰入額 48 2,383

その他 69,940 87,377

販売費及び一般管理費合計 169,266 199,176

営業損失（△） △49,623 △68,421

営業外収益

受取賃貸料 533 －

為替差益 503 1,557

その他 1,306 1,662

営業外収益合計 2,343 3,220

営業外費用

支払利息 2,061 2,030

売上割引 88 73

賃貸収入原価 533 －

支払手数料 3,750 2,000

社債発行費 － 15,358

その他 215 503

営業外費用合計 6,649 19,965

経常損失（△） △53,929 △85,167

特別損失

投資有価証券評価損 － 3,572

固定資産除却損 405 －

特別損失合計 405 3,572

税金等調整前四半期純損失（△） △54,335 △88,739

法人税、住民税及び事業税 1,953 2,296

法人税等合計 1,953 2,296

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △56,289 △91,035

四半期純損失（△） △56,289 △91,035
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △56,289 △91,035

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △423 2,734

その他の包括利益合計 △423 2,734

四半期包括利益 △56,712 △88,301

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △56,712 △88,301
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております

なお、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産が無いためこの変更に伴う損益に与える影響はありませ

ん。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 384千円         －

支払手形 438千円 157千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 5,893千円 4,793千円

のれんの償却額              － 1,000千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)及び当第１四半期連結累計

期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

当社グループは、カーテンを中心とした室内装飾品の販売を主な事業内容としており、単一セグメン

トであることから、該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 9.27円 12.02円

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失金額(千円) 56,289 91,035

普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 56,289 91,035

普通株式の期中平均株式数(株) 6,073,350 7,573,350

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

－

平成24年６月29日発行の第１回無担
保転換社債型新株予約権付社債(券
面総額100百万円)
第１回新株予約権(目的となる株式
の数3,226,000株)
この概要は、「第３提出会社の状況
1 株式等の状況 (2)新株予約権等の
状況」に記載のとおりです。

   （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。

　
(重要な後発事象)

当社は、平成24年５月28日開催の取締役決議により、平成24年６月29日付で、第三者割当による第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債(以下「本新株予約権付社債」という。)及び第１回新株予約権を発

行いたしました。

これに伴う当四半期連結会計期間終了後の本新株予約権付社債の行使により、資本金が30,000千円、資

本準備金が30,000千円増加し、平成24年７月31日時点において資本金が811,657千円、資本準備金が

124,953千円となっております。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月10日

　

五洋インテックス株式会社

取　締　役　会　　御中

　

監査法人　コスモス 　
　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    太  田    修  二      ㊞

　

社  員
業務執行社員

　 公認会計士    山  下  謙 一 郎      ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている五洋
インテックス株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計
期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平
成24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、五洋インテックス株式会社及び連結子会社の
平成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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